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広島市物品売買等競争入札参加者の手引 

 
本市が発注する物品の売買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティングサー

ビスに係る役務を除きます。）の提供（以下「物品売買等」といいます。）の契約に係る一般競争入札

又は指名競争入札（以下「入札」といいます。）に参加しようとする者（以下「入札参加者」といい

ます。）が遵守すべき事項等の概要をまとめましたので、入札参加者は、この手引を熟読して入札に

参加してください。 

 

第１ 適正かつ公正な入札の確保 

入札参加者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）、広島市契約規則（昭和３９年広島市規則２８号。以下「契約規則」という。）その他関係

法令等を遵守するほか、本市の要綱、要領等に定める入札の手順等に従うとともに、次の事項に留

意して、適正かつ公正に入札に参加しなければならないこと。 

次の事項に違反した場合には、その関係者に対して競争入札参加資格の取消し、指名停止措置等

を行うことがあること。 

  また、競争入札参加資格の取消し又は指名停止措置が行われた場合には、原則として、その者の

商号・名称、代表者名等を公表するものであること。 

１ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）及び刑法（明治

４０年法律第４５号）第９６条の３等に抵触する行為を行わないこと。 

２ 入札参加者は、入札価格又は入札参加について、他の入札参加者といかなる相談も行わず、独

自の判断・意思に基づいて決定しなければならないこと。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前において、他の入札参加者に自らの入札価格を意図的に開示し

てはならないこと。 

４ 電子入札（広島市電子入札システム（以下「電子入札システム」といいます。）を使用して、

契約規則第７条の規定により入札することをいいます。以下同じ。）を行う入札参加者は、電子

入札用ＩＣカードを他の入札参加者等に譲渡し、又は貸与するなどの不正な使用をしてはならな

いこと。 

５ 電子入札を行う入札参加者は、同一場所で他の入札参加者と共同して電子入札を行う等公正な

競争を妨げる行為を行ってはならないこと。 

 

第２ 入札の延期・中止等 

１ 公正･適正に入札を執行することができないと判断される次のような場合には、入札の執行を

延期し、又は中止することがあること。 

⑴ 天災地変があった場合 
⑵ 電子入札システムの障害の発生等により電子入札の執行が困難となった場合 
⑶ 郵便による事故の発生等により郵便入札の執行が困難となった場合 
⑷ 入札参加者の談合や不穏な行動に関する情報の提供等があった場合 

⑸ その他入札を公正･適正に執行することができないと判断される場合 

２ 前記１により入札の執行を延期し、又は中止したことに伴い入札参加者に発生した損害につい

ては、本市は一切の負担を負わないこと。 

 

第３ 一般競争入札参加資格の確認申請等 

１ 一般競争入札に参加しようとする者は、その入札公告に示された入札参加資格（以下「入札参
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加資格」といいます。）を有する者でなければならないこと。 

２ 一般競争入札（第８の「入札後資格確認型一般競争入札」を除きます。）に参加しようとする

者は、入札公告に示された入札前の期限までに、入札参加資格確認申請書等（一般競争入札参加

資格確認申請書及び入札参加資格確認書類をいいます。以下同じ。）を提出し、入札参加資格を

有することの確認を受けなければならないこと。 

３ 入札参加者は、入札公告又は指名通知（以下「入札公告等」といいます。）の日（政府調達案

件にあってはその一般競争入札参加資格の決定日）から落札者の決定の日までの間のいずれの日

においても、入札参加資格を有していなければならないこと。 
 

第４ 入札保証金の納付等 

１ 入札参加者は、入札前に、その見積もった契約金額の１００分の５以上（単価契約の場合は、

その都度、市長が定める額）の入札保証金を納付しなければならないこと。ただし、入札保証金

に代えて次に掲げる担保の提供がある場合その他市長があらかじめ入札公告等において免除を

認める場合は、この限りでないこと。 

⑴ 国債及び地方債 額面金額（発行価額が額面金額と異なるときは、発行価額） 

⑵ 銀行、農林中央金庫又は商工組合中央金庫の発行する債券 額面金額（発行価額が額面金額

と異なるときは、発行価額）の１００分の８０に相当する金額 

⑶ 金融機関が振り出し又は支払保証した小切手 小切手金額 

⑷ 金融機関に対する定期預金債権 当該債権証書に記載された債権金額 

⑸ 金融機関の保証 その保証する金額 

２ 納付された入札保証金（これに代えて提供された担保を含みます。以下同じ。）は、入札が終

了したとき、又は入札を中止したときに還付すること。 
３ 落札者の入札保証金については、当該落札者が契約を締結した後に還付すること。ただし、落

札者が契約を締結しない場合は、当該入札保証金は還付せず、本市に帰属すること。 

４ 入札保証金には、利子を付さないこと。 

 

第５ 入札書の提出等 

【共通的事項】 

入札参加者は、その入札書等（入札書及び入札書の提出の際に併せて提出（添付）すべきもの。

以下同じ。）を提出（電子入札の場合は電子入札システムにより必要な情報を本市に送信・到達さ

せること、紙入札の場合は入札書等を本市に持参して提出すること、郵便入札の場合は入札書等を

郵送（配達証明付書留郵便）により本市に到達させること。以下同じ。）する場合には、次に掲げ

る事項に従うこと。 
１ 入札参加者は、本市が示す仕様書、入札説明書、図面等の関係図書、契約規則、入札公告等の

記載事項、契約書案（契約約款案を含みます。）その他の契約に必要な事項について、あらかじ

め熟読・検討し、これらの書面の記載内容等を了承した上で、入札書の提出等を行うこと。この

場合において、これらの書面の記載内容に疑義又は不明な点があるときは、本市に説明を求める

ことができること。 
２ 入札書等において用いる言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること。 

３ 代表者及び届出代理人（代表者から継続して委任を受けている旨の届出がされている者）（以

下「代表者等」といいます。）でない者が、当該入札において代理人（届出代理人から委任を受

けている復代理人を含みます。）として入札する場合（電子入札を行う場合を除きます。）は、入

札開始前に代表者等からの委任状を提出すること。 
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  なお、代表者等が記名・押印した入札書を営業社員等の使者が代表者等の指示に基づいて提出

等をする場合は、委任状は不要であること。 
４ 入札参加者は、一切の諸経費を含めた入札金額を見積もること。なお、落札決定に当たっては、

入札書に記載された金額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数がある場合はその端数を切り捨てるが、単位当たりの価格の場合は端数処理を行わ

ないこと。）をもって落札価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、その見積もった契約金額の１０５分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。 
５ 入札書等を提出した後においては、その書換え、差換え、撤回等は一切認めないこと。 
６ 物品･業務委託等の入札案件のうち広島市物品売買等に係る予定価格事前公表実施要領に定め

るものについては、その入札公告･入札説明書等において、その予定価格（業務委託にあっては、

調査基準価格を含みます。以下同じ。）の額から消費税及び地方消費税に相当する額を控除した

額を表示することにより、入札執行前の公表（以下「事前公表」といいます。）をすること。 
７ 入札回数は、次のとおりであること。 

① 入札を行う案件で、その予定価格の事前公表をするもの １回限り 

② 電子入札を行う案件（以下「電子入札案件」といいます。）で、その予定価格の事前公表を

しないもの ２回を限度 

③ 紙入札を行う案件で、その予定価格の事前公表をしないもの ３回を限度 

８ 前記７②及び③の案件の開札をした場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で入札書を

提出した者がいないときは、直ちに（②の案件の場合は、原則として、初回入札の日の翌日の休

日でない日の指定する時間等に）、再度入札又は再々度入札（③の案件の場合。以下同じ。）を行

うこと。 

９ 前記７②及び③の案件が第８の「入札後資格確認型一般競争入札」又は第９の「低入札価格調

査」の対象である場合において、再度入札又は再々度入札を行う必要があるときは、別途指定す

る日時及び場所において、これを行うこと。 

１０ 前記８及び９の再度入札又は再々度入札については、初回入札又は再度入札に参加しなかっ

た者（入札参加資格がないとされた者を含みます。）及び第９の「低入札価格調査」で落札者と

して決定されなかった者は、これに参加することができないこと。 

１１ 入札参加者は、入札場所において、他の入札参加者同士で会話したり、又は携帯電話を使用

したりしないこと。 

１２ 入札場所には、入札参加者及び入札執行事務に関係のある職員並びに立会職員以外の者は、

入場することができないこと。 

１３ 入札参加者は、入札執行中においては、入札執行職員がやむを得ない事情があると特に認め

る場合を除き、入札場所から退場しないこと。 

１４ 入札日時に遅れた入札参加者は、その入札に参加できないものであること。ただし、本市の

事情により入札日時を延期等したときは、この限りでない。 
 

【電子入札を行う入札参加者】 

１ 電子入札を行う入札参加者（以下「電子入札者」といいます。）は、入札公告等に示された入

札書の提出期限（以下「入札書受付締切日時」といいます。）までに、入札書等を提出すること。 
なお、入札書等を提出した後は訂正等ができないので、「入札書提出」のボタンを押す前に、

「入札書の提出内容確認画面」で入札金額の桁誤りなどがないことを必ず確認すること。 
 ２ 電子入札の入札書受付締切日時等は、電子入札システムの画面に表示される時刻によること。 
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 ３ 電子入札の入札書等は、その電磁的記録が電子入札システムの本市の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに記録された時点で提出（到達）したことになるので、電子入札者は、入札

書等の提出（送信）後において表示される「入札書送信確認通知」の画面により、その電磁的記

録が本市に到達したことを確認するとともに、必要に応じて当該画面の印刷等を行うこと。 
 ４ 入札書等の提出（送信）後に「入札書送信確認通知」が表示されない場合は、その電磁的記録

が本市に正常に到達していないおそれがあるので、電子入札者は、本市からの電子メールで「入

札書受付票」が到達しているかどうかを確認し、到達していない場合には、電子入札の入力処理

を初めから行い（到達している場合には、再度の電子入札の入力ができないシステムとなってい

ること。）、「入札書送信確認通知」が表示されることを確認して、再度、送信すること。 
 ５ 電子入札者は、ＩＣカードの紛失・盗難･破損、代表者･代理人･電子入札代理人の変更、パソ

コン･インターネット環境等のシステム障害などのやむを得ない理由により、入札書受付締切日

時までに入札書等を提出することができない場合には、当該締切日時までに、入札担当課に連絡

して「電子入札から紙入札への変更届」を提出し、その承認を受けること。承認を受けた場合に

限り、入札書受付締切日時までに、紙入札の方法により入札することができること。 
６ 上記のほか、電子入札者は、広島市電子入札システム等利用規約及び広島市電子入札運用基準

に定めるところに従って電子入札を行うこと。 
 
【紙入札を行う入札参加者】 

１ 紙入札を行う入札参加者は、入札公告等において示された日時及び場所において、入札書等を

持参して提出すること。 

  ただし、電子入札案件において紙入札を行う者及び「電子入札から紙入札への変更届」の承認

を受けて紙入札を行う電子入札者については、入札書等を電子入札の入札書受付締切日時までに

提出すること。 

２ 入札書には、入札案件の名称、入札金額等の必要事項を記載し、記名・押印（押印は、あらか

じめ使用印鑑として本市に届け出ている印鑑によること。以下同じ。）した上、入札参加者の商

号又は名称を記載した定形封筒（長形３号又は長形４号（ＪＩＳ規格））に入れて提出すること。 

  ただし、入札公告等においてこれと異なる提出方法を定めている場合は、当該入札公告等に定

める提出方法によること。 

３ 入札書の提出前に記載事項を訂正する場合（入札金額の訂正は認められない。）は、当該訂正

部分を二本線で抹消して正しく加筆し、①その上に押印するか、あるいは、②入札書中の余白部

分に「○字抹消○字加入」と記載し、その上に押印すること。 

 

【郵便入札を行う入札参加者】 

１ 郵便入札は、入札公告等において認められている場合に限り、当該入札公告等に定める方法に

より行うことができること。 
２ 郵便入札を行う入札参加者は、入札書を、入札公告等において示された提出先及び日時までに、

必着で、郵送（配達証明付書留郵便）すること。 

３ 上記のほか、郵送方法等については、「入札書等の郵送方法」によること。 

 

第６ 入札の辞退 
入札参加者は、入札書を提出するまでは、次に掲げる区分に従い、いつでも入札（再度入札又は

再々度入札を含みます。）を辞退することができること。また、辞退者は、これを理由として、以

後の指名競争入札の指名等において不利益な取扱いを受けないこと。 
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１ 電子入札者の場合 

指名通知を受けた指名競争入札案件の初回入札又は再度入札を辞退する場合及び一般競争入

札案件の再度入札を辞退する場合は、入札書受付締切日時までに、電子入札システムの「入札状

況一覧」画面の「辞退届」の提出ボタンを押して、「入札辞退届出」を提出すること。 
２ 電子入札者以外の者の場合 

指名通知を受けた指名競争入札案件の初回入札の執行前に辞退する場合は、入札書の提出期限

（郵便入札は到達期限）までに、所定の入札辞退届を、入札担当課に原則として持参して提出す

ること（持参できないことについてやむを得ない事情がある場合や入札時刻に間に合わない場合

には、事前に入札担当課に連絡し、指示を受けること。）。 
また、指名通知を受けた指名競争入札案件又は一般競争入札案件の再度入札又は再々度入札の

執行時に辞退する場合は、入札書の入札金額欄を空欄とし、当該入札金額欄の上の部分に「辞退」

と明記して提出すること。 
 

第７ 開札並びに落札者の決定及び保留 
１ 開札は、入札公告等に示された日時及び場所において行い、電子入札又は郵便入札により入札

書を提出した者も、当日、開札に立ち会うことができること（立ち会う者は１名）。なお、立ち

会うべき入札参加者がいない場合は、当該入札事務に関係のない市職員が立ち会うこと。 
 ２ 落札者の決定は、有効な入札書を提出した者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって入札を行った者を落札者とすること。 

 ３ 前記２にかかわらず、入札案件が、第８の「入札後資格確認型一般競争入札」である場合で予

定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札書を提出した者があるとき、又は第９の

「低入札価格調査」の対象である場合で調査基準価格を下回る価格をもって有効な入札書を提出

した者があるときは、これらの者に係る落札者の決定を保留すること。 
 ４ 前記３で落札者の決定を保留された者（以下「落札候補者」といいます。）については、開札

日以後において、その入札参加資格の有無の確認又は低入札価格調査を実施した上で、落札者の

決定をすること。 
 ５ 前記４の入札参加資格の有無の確認又は低入札価格調査を実施した結果、落札候補者を落札者

としない場合には、予定価格の制限の範囲内において落札候補者の次に低い価格で有効な入札書

を提出した者（以下「次順位入札者」といいます。）を新たな落札候補者とし、順次、同様にし

て、落札者の決定をすること。 
６ 予定価格の制限の範囲内において最低の価格で入札書を提出した同価の入札者（落札候補者）

が２人以上ある場合は、次のとおり、これらの入札者でくじを引き、落札者（落札候補者）を決

定すること。この場合において、くじを引かない者があるときは、当該入札事務に関係のない市

職員がその者に代わってくじを引くものであること。 
① 電子入札案件（紙入札及び郵便入札を併用する場合を含みます。）は、原則として、開札日

の「翌日（休日でない日）」に。 
② 電子入札を行わない入札案件は、開札後直ちに。 

 
第８ 入札後資格確認型一般競争入札 
 １ 落札者の決定方法 
  ⑴ 入札後資格確認型一般競争入札で入札を行う案件については、開札の結果、予定価格の制限

の範囲内で最低の価格をもって有効な入札書を提出した落札候補者がある場合は、落札者の決

定を保留すること。 
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⑵ 落札候補者については、開札日時を基準としてその入札参加資格の有無の確認を行い、入札

参加資格があると確認された場合は、落札者として決定すること。なお、落札候補者が第９の

「低入札価格調査」の対象者であるときは、入札参加資格の有無の確認後に低入札価格調査を

実施した上で、落札者の決定をすること。 

 ２ 入札参加資格確認申請書等の提出 
  ⑴ 落札候補者となった者は、開札後、入札公告等に示された日時までに入札参加資格確認申請

書等を提出すること。 
  ⑵ 落札候補者が入札参加資格を有しない場合又は入札参加資格確認申請書等を提出期限まで

に提出しない場合（以下「入札参加資格を有しない場合等」といいます。）は、次順位入札者

が新たな落札候補者となるので、次順位入札者は、入札参加資格確認申請書等を指定する期限

までに提出すること。 
⑶ 次順位入札者も入札参加資格を有しない場合等は、予定価格の制限の範囲内の価格で有効な

入札書を提出した他の入札参加者のうち価格の低い者から、順次、同様にして、その入札参加

資格の有無の確認を行うこと。 
  ⑷ 調査基準価格（低入札価格調査を実施する場合の基準となる価格。以下同じ。）を設定する

入札案件については、落札候補者の入札金額が調査基準価格を下回っている場合において、他

の入札参加者に調査基準価格を下回る価格で入札書を提出した者があるとき、又は予定価格の

制限の範囲内において調査基準価格以上で最低の価格をもって入札書を提出した者があると

きは、これらの者は、落札候補者と同様に、入札参加資格確認申請書等を提出すること。 
  ⑸ 上記のほか、入札参加者は、広島市物品売買等に係る入札後資格確認型一般競争入札実施要

領の定めるところに従うこと。 
 

第９ 低入札価格調査〔役務の提供に限る。〕 
１ 低入札価格調査の実施 

低入札価格調査は、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札書を提出した者がある

場合において、当該価格によっては、契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認め

るとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって

著しく不適当であると認めるときに、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格を

もって入札書を提出した他の者のうち最低の価格をもって入札書を提出した者を落札者とする

ものであること（地方自治法施行令第１６７条の１０第１項等）。 

２ 低入札価格調査の対象 

低入札価格調査を実施する入札案件は、委託業務の入札案件で、入札公告等においてその旨が

示されているものであること。 

 ３ 落札者の決定の保留等 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札書を提出した者がある場合におい

て、当該価格が調査基準価格を下回る価格であるときには、落札者の決定を保留し、広島市委託

業務低入札価格調査要綱に基づき、低入札価格調査を実施した上で、落札者の決定をすること。

この場合、低入札価格調査の対象となる入札参加者は、低入札価格調査に協力しなければならな

いこと。 

４ 低入札価格報告書の提出 
低入札価格調査の対象となる入札参加者は、次により、委託業務低入札価格報告書（以下「低

入札価格報告書」といいます。）を提出すること。 
① 調査基準価格を事前公表している入札案件の場合 
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調査基準価格を下回る価格で入札書を提出する入札参加者は、入札書を提出する際に併せて

（電子入札者は、電子入札システムで入札書を提出する際に電子ファイルで添付して）、提出

すること。 
② 調査基準価格を事前公表していない入札案件の場合 
  開札後、落札候補者等は、契約担当課（業務発注課）が指示する期限までに提出すること。 

 ５ 上記のほか、低入札価格報告書の作成については、「委託業務低入札価格報告書作成手引」に

よること。 
 

第１０ 入札金額内訳書の添付（提出）〔役務の提供に限る。〕 
１ 入札参加者は、予定価格を事前公表する入札案件については、入札金額内訳書（入札金額の内

訳を明らかにする書類）を作成し、次により、添付（提出）すること。 
① 電子入札者は、電子入札システムで入札書を提出する際に電子ファイルで添付 
② 電子入札者以外の者は、その入札書の提出の際に併せて提出 
２ 電子入札者以外の者が提出する入札金額内訳書については、記名・押印をすること。 
３ 上記のほか、入札金額内訳書の作成については、「入札金額内訳書作成手引」によること。 

 
第１１ 入札の無効 
次のいずれかに該当する入札は、無効とすること。 

１ 入札の公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために

連合した者のした入札 
２ 入札参加資格を有しない者のした入札 

３ 入札書等を指定の日時までに指定の場所に提出（到達）しなかった入札 
４ 入札書に記名・押印のない入札（電子入札の場合は、電子署名を行い、当該電子署名に係る電

子証明書と併せて送信していない入札） 

５ 入札公告等の日から落札者の決定の日までの間に入札参加資格を失った者のした入札 
６ 所定の日時までに所定の入札保証金又はこれに代わる担保の提供をしない者がした入札（入札

保証金を免除する場合を除きます。） 

７ 入札書に入札金額若しくは件名を記載せず、又はそれらの記載がはっきりしない入札 

８ 同一の入札において、２通以上の入札をしたもの 

９ 同一の入札において、他の者の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をする者のした入札 

１０ 委任状を提出していない代理人のした入札 

１１ 入札金額を改ざんし、又は訂正した入札 

１２ 予定価格を事前公表する入札案件において、予定価格を超える金額でした入札 

１３ 再度入札又は再々度入札において、前回入札（無効となった入札を除きます。）の最低金額

以上の入札金額でした入札 

１４ 入札書の入札金額と入札金額内訳書の合計金額とが一致しない入札 

１５ 件名の異なる入札書等の提出をした入札 
１６ 入札参加資格確認申請書等又は低入札価格報告書を提出期限までに提出しない者のした入

札 

１７ その他入札に関する条件に違反した入札 
 
第１２ 契約の締結 

１ 契約保証金 
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⑴ 落札者は、契約を締結する日時までに契約金額に１００分の１０を乗じて得た額以上の契約

保証金（単価契約の場合は、その都度市長が定める額の契約保証金）を納付すること。ただし、

落札者が保険会社との間に本市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき、その他契

約保証金の納付を要しないとされたときは、この限りでないこと。 
⑵ 契約保証金の納付は、担保の提供をもってこれに代えることができること。この場合は、第

４の「入札保証金の納付等」を準用すること。 
⑶ 契約保証金（これに代えて提供された担保を含みます。以下同じ。）は、当該契約の内容に

従った履行が終った後において還付するものであること。ただし、落札者が契約上の義務を履

行しない場合は、当該契約保証金は還付せず、本市に帰属すること。 
⑷ 契約保証金には、利子を付さないこと。 

 ２ 契約の締結等 

⑴ 落札者は、本市が交付する契約書に記名・押印した上、落札者を決定した日から５日以内（最

終日が、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第１条第１項各号に掲げ

る日に当たるときは、最終日後において、最終日に最も近い同項各号に掲げる日でない日）に

提出すること。 
⑵ 落札者が正当な理由なく、落札者を決定した日から５日以内に契約を締結しない場合は、本

市は、落札者の決定を取り消すとともに、広島市競争入札参加資格を取り消すこと。また、入

札保証金が免除されている場合は、契約予定金額に対する入札保証金相当額の損害賠償金（契

約予定金額の１００分の５）を支払うこと。 
３ 契約の確定等 

 ⑴ 契約は、市長が落札者とともに契約書に記名・押印したときに確定すること。 

⑵ 議会の議決を得なければならない契約を締結しようとする場合は、議会の議決を得たときに

本契約を締結する旨を付した仮契約を締結すること。 

⑶ 長期継続契約などについては、予算の議決が得られることを契約締結の条件として、入札及

び落札者の決定を行うこと。この場合において、当該入札案件に係る予算の議決がなされない

ときは、入札前にあっては入札を中止し、又は落札者の決定後にあっては契約を締結しないこ

とがあること。 
⑷ 前記⑶の場合においては、本市は損害賠償の責めを負わないこと。 

 
第１３ 契約の適正な履行等 

１ 契約の適正･誠実な履行 

契約の相手方となった落札者（以下「受注者」といいます。）は、契約書及び契約約款に基

づき、仕様書等に定めるところに従い、労働関係諸法等の法令を遵守して、契約を適正･誠実

に履行しなければならないこと。 

 ２ 権利義務の譲渡制限等 

⑴ 受注者は、契約により生ずる権利・義務を第三者に譲渡若しくは承継し、又は契約の履行の

全部若しくは一部を第三者に委任若しくは請け負わせてはならないこと。ただし、あらかじめ

書面により本市の承諾を得た場合は、この限りでないこと。 

⑵ 受注者は、上記⑴のほか、契約の履行の一部を次の者に直接、委任又は請け負わせてはなら

ないこと。 

① 本市の競争入札参加資格の取消しを受けた者で、本市の競争入札に参加することができな

い期間を経過しないもの 
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 ② 広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱により指名停止の措置を受けた者で、指名停

止の期間が経過しないもの 

⑶ 受注者は、⑵の①又は②以外の者に契約の履行の一部を委任又は請け負わせた場合において

は、その全部又は一部を、⑵の①又は②の者に再委任又は再下請負させてはならないこと。 

３ 談合行為等の措置、暴力団等からの不当介入の排除等 

受注者は、談合行為等があったときは、契約約款に定めるところに従い、契約が解除されるな

どのほか、違約金を支払わなければならないことがあることに留意すること。 


